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〈論 説〉
複式簿記 とス トック計算 との
関係 に対するa試論
戸 田 龍 介
1.は じめ に
昨今の会計問題 に,ス ワ ップや オプ ションを含
んだ金融派生 商品 の認識 問題が あ げ られ る。 ま
ず,こ れ らの取引がオ ンバ ランス取 引かオ フバ ラ
ンス取引 なのかという計上 問題 っいで評価問題
が持 ち上が ることになる。貸借対照表計上問題に
つ いては,特 に リスク管理 という視点か らオ ンバ
ランス化 が模索 されよ うと してい る(日本経済新
聞1995.1.6.)。そ して,オ ンバ ランス化 するとい
うことは,そ れ らの項 目をス トックと して認識 し
てい くとい う指向のあ らわれである。
ここではまず,マ テシッチの定義を援用 し,ス
トックを特定の時間間隔 をお いて時点的 にとらえ
られ た経済対象物 の金額 または量 と して,フ ロー
を特定の期間内における経済対象物の金額または
量 の 変 化 と して一 旦 捉 え て お く(Mattessich
[1964]p.36.邦訳54頁,ス トック ・フロー概念にっ
いては陣内[1982]を参照)。ただ しsス トックの一
時点評価 と言 って も,期 末時点の売却時価 だけを
指 しているわけで はない。現在の課題であ る会計
項 目とは,先 述 の金融派生商品や,リ ース資産,
年金資産等 である。金融派生商品 は,将来の収支,
つ まり基本 的にはフローと見 なされるか もしれな
い。 しか し,こ れ らは当会計期間にお ける現金収
入 ・支 出(調 整的 ・擬制的なものも含めて)を 前提
と していない。故 に,対 現金収支項 目ではな く,
一 時点 における一元的な評価が求 め られ るス トッ
クと して捉 え る ことが定義 的 ・一時 的に はで き
る。そ してよ り広い意味で,これ らの項 目と共 に,
通 常 の資 産負債項 目まで も含 む ス トックにつ い
て,財 務諸表 における現実写像性が欠如 してい る
ことが現在問題になっていよう。
本稿では,基 本 的には現実写像性の欠如が批判
される項 目を複式簿記 が生みだす計算構造内で把
握す ることを指 向 しつつ も,そ こに生 じる難点 を
理論的に考えていきたい。そのため,ま ず ス トッ
クを表示す る貸借対照表 と他 の財務諸表 との関係
をアーテ ィキュ レーションの問題か ら考え る。次
いで,ス トックと総称 され るものの内容を再吟味
しなが ら,ス トック計算 と複式簿記 との関係 を,
特 にス トック項 目の認識 と利益計算 との関係か ら
考察 してい きたい。
2.ア プ ロー チ と作 成 方 法の ジ レ ンマ
周知の通 り,AAAはASOBAT('・・年)に お
いて会計 に対 す る新 たな定義 を与 えた。それ は
「会計 とは,情 報 の利用者 が事情 に精通 して判断
や意思決定を行 うことがで きるよ うに,経 済的情
報 を識別 し,測 定 し,伝 達す るプ ロセ スであ る
(AAA[1966]p。1.邦訳2頁)」とい うものであ っ
た。 ここに,い わゆる意思決定有用性 という観点
か ら会計 を捉 えて い くアプローチが確立 された。
以来,記 録 ・分類 ・集計および結果 の解釈 とい う
技術(art)の側面か ら離れたアプローチの もと,
種々の会計理論が展開 され ることにな った。
ASOBATの流れを継 ぎ,そ の思考 を展開 した
のがAAA外 部報告委員会であ った。 この委員会
は,目 的適合 的な情報提供 を徹底 したたあ,会 計
の計算構造 につ いて次の よ うに考えて いた。「外
so 複式簿記 とストック計算との関係に対する一試論
部 財 務 報告 書 が互 い に 『均 衡 す る』 あ るい はア ー
テ ィキ ュ レー トす ると考 え るべ き理論 的 な理 由 は
な い。事 実,わ れ わ れ は,無 理 に 均 衡 させ ア ー
テ ィキ ュ レー トさせ る こ とが,目 的 適合 的 な情 報
の提 供 の妨 げ にな って きた ことが多 い こ とを知 っ
て い る」(AAA[1966]p.118)。また,こ の委 員 会
の メ ンバ ーで あ る ラバ ポー トは,委 員会 が示 した
資 源 ・債務 表(Statementofresourcesandcom-
mitments)と流動 資 金 フ ロー表(currentmone-
taryflowstatement)を,計算 構造 的 観点(struc-
turalview)ある い は 作 成 者 指 向 の 観 点
(designer'sview)でな く,利 用 者指 向 の アプ ロー
チ(user'sapproach)に基 づ いて作 成 されて い
ると した。 そ して,こ の よ うな計算 書 類 は非 均 衡
的貸借 対 照 表観(nonbalancingbalance-sheet
view)に依 って い る と述 べ,従 来 の計 算構i造に疑
問 を 投 げ か け る の で あ る(rappaport[1971]P・
113)。さ らに,こ の委員 会 の委 員 長 を努 めた ヘ ン
ドリクセ ンは,よ り明確 に以下 の よ うに述 べ て い
る。 「ア ー テ ィキ ュ レー シ ョン と複 式 記 入 の厳 格
な適 用 は,一 方 の ステイ トメ ン トにお いて報 告 情
報 の改 善 を試 み る結 果 と して,も う一 方 の ステ イ
トメ ン トで は意 味 の ない あ る いは誤 った情報 が表
示 され る こ とに な る。棚 卸 資 産評 価 の た め に後 入
先 出法 の手 続 きを採 用 す る ことな どが そ の一 例 で
あ る」(Hendriksen[1970]p。120)。
上記 のAAA外 部報 告 委 員会 の メ ンバ ー達 は,
財 務諸 表 の関係,特 に複式 記 入 が生 み 出 す均衡 を
条 件 とす る互 い の関係 を アー テ ィキ ュ レー シ ョ ン
と して批 判 の対 象 と して いた。何故 な ら,彼 らは,
ASOBATが 掲 げ る有 用 な情 報 の 提 供 の た め に
は,従 来 の会計 思考 の中心 で あ った対応 概 念 や取
得 原価 主 義 か らの脱 皮 を図 るだ けで な く,複 式簿
記 システ ム まで もが そ の たあ の阻害 要 因 で あ る と
見 な して いた か らで あ る。 そ して,従 来 の会 計 シ
ステ ムに対 す るア ンチテ ーゼ と して提 示 され たの
が非 アー テ ィキ ュ レー シ ョ ンで あ った と考 え られ
る。
しか しな が ら,1976年FASB討 議 資 料 の段 階
で は,非 ア ー テ ィキ ュ レー シ ョンは第 三 の会 計観
と して否 定 的 に取 り扱 わ れ,ま たSFACの 段 階
ではアーテ ィキュ レーシ ョンは財務諸表構成要素
間の相互関連性 と して定義 され(FASB[1985]P・
224,邦訳274・5頁),当然の了解事項 と して扱 われ
た。
注意すべ きなのは,構 成要素の2種 類 の類型 に
対 す る次 のよ うな記述で ある。「この二っ の類型
(「一定時点での資源 もしくは,資源に対する請求権 も
しくは,資源の権益の水準または金額」を記述する類
型と 「時間的間隔(期間)において実体に影響を与え
る取引その他の事象および環境要因の結果」を記述す
る類型)も また特定の財務諸表を意 味す るのでは
な く,財政状態 と財政状態 の変動 と して区別 され
うる。広 く用 いれば,『財政状態』は一定時点 にお
ける資産の状況 または資産 に対す る請求権の こと
をいい,『財政状態の変動』は,そ の期間中におけ
る資産または資産に対す る請求権 の流 れまたは変
動 のことをいう。その意味で,た とえば,損 益計
算書 と資金計算書(い までは営業企業の財政状態変
動表 と呼ばれるのがふつうだが)は,い ずれ も現行
実 務 にお け る財 政 状 態 の 変 動 を表 して い る」
(FASB[1985]p.244.邦訳 9 頁)。
SFACではまた,財 政諸表構成要素の2類 型 の
関連性を,「写真」と 「映画」とい う比喩を用いて
説明す る。そ して,「一期間中の取 引その他 の事象
および環境要因が,資 産および負債 に及 ぼす影響
を示す財務諸表 については,ほ とんど際限な く変
形を考え ることがで きる」(FASB[1985]p.243-4.
邦訳294頁)と述べ ることにより,損 益計算書以
外の多様な財政状態の変動を表す類型(「映画」)
があ りうることを示唆 している。
以 上 の記 述か ら分 か るよ うに,ア ー テ ィキ ュ
レー シ ョンは貸借対照 表 と損益計算 書 だけでな
く,例 えば貸借対照表 と資金計算書 との間に も成
立す ることになる。しか しなが ら,ここでさ らに,
「財務諸表 の中に構成要素 の定義 に もとつ いて そ
の資格 を与え られ る特定 の項 目を正式 に記載す る
機構」(FASB[1985]p.244.邦訳295頁)として 「複
式記入」が前提 とされ るという説明が重要になっ
て くる。例えば,仕 訳の段階か ら固有 の勘定系統
を有す る直接法 によ って形成 され た資金計算書な
ら,貸 借対照表 と最終的に もアーテ ィキュ レイ ト
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していると言 えよ う。そ して,こ の場合 は,現 金
あるい は現金 同等物 の金額 を媒 介 と して のアー
ティキュ レー ションということになる。 これ に対
し,現 行実務であ る間接法 によって形成 された資
金計算書 と貸借対照表 とはアーテ ィキ ュレー トし
ているとは言えないことになるω。
従 って,ASOBAT以来 の有用 な情報 の提供 と
い う理念 はそのままに,広 範 なデ ィスクローズ領
域を複式簿記 システムによって限定 して いるとい
うことが言えよ う。確かに,SFAC第5号 では財
務諸表 の体系 と して資金計 算書 が挙 げ られてい
る。 しか し,SFAC第6号 では財政諸表 の構成要
素 と して,例 えば収入概念 や支出概念 とい う資金
計算書 に係 わる要素が個別 に定義 されているわけ
ではない。 ということは,これ らの要素 は,認識 に
係 わる基本的財務諸表の構成要素で はないことに
なる。従 って,資 金計算書の作成 自体 は要請 され
て も,現 金勘定 の増減代わ りに売掛金収入 や買掛
金支出等 という勘定項 目は,第1次 認識 に係 わる
勘定科 目として制度的には認 め られていない とい
うことにな る。っ まり,複 式簿記機構 により導か
れ るアーティキュ レーシ ョンを前提 とす ることに
より,現行実務の中における 「映画」 は,収益 ・費
用(お よび利得 ・損失)を構成要素 とす る損益計算
書 に限定 されることになっていると考え られ る。
この ことは,認 識問題 か らも明 らかになる。認
識 とは,「ある項 目を資産,負 債,収 益,費 用 もし
くは これ らに類する ものと して,企 業 の帳簿 に正
式 に記帳す るかまたは財務諸表 に記載す るプロセ
ス」(FASB[1984]p.188。邦訳212頁)と定義 され
ている。さて,SFAC5号において資金計算書 は,
貸借対照表 ・損益計算書 あるいは株主持分計算書
と共に 「認識 および測定 に関す る諸概念 ステイ ト
メ ン トの範 囲」 とい う位置 づ けが与 え られ て い
る。意思決定 に際 して キャッシsフ ロー情報が重
要 と見 なされるな ら当然であろう。 しか しSFAC
5号では続 けて,「資金計算書 は,す べての現金収
支がその発生時に認識 されるため認識 問題 とはほ
とんど無関係であ る」(FASB[1984]P・205.邦訳
236頁)とも述 べ られている。
認識問題 と無関係 とい うことは,帳 簿 に正式 に
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は記帳 されない,つ まり複式簿記による作成 は要
請 されていない ことになる。従 って,資 金計算書
は,有 効な意思決定 のためデ ィスクローズは要求
され るが,複 式簿記が生み出す アーテ ィキュ レー
シ ョンの関係 にあ る財務諸表 とは捉え られて はい
ない ことになる。 また,こ のことは逆 に,間 接法
による作成 という現行実務の容認 ということにな
ろ う。財務 諸表 間の関連 と共 に認 識 の問題 か ら
も,FASBは,ASOBATが掲 げた アプローチは
変 えないが,AAA外 部報 告委員会 と異 な り財務
諸表作成方法 としての複式簿記 は堅持 した ことが
明 らかで ある。そ して,そ の ことによ り,現 行実
務を容認 し,さ らに基本財務諸表 の範囲を確定 さ
せ る手段 と したとも言えよ う。
アプローチと財務諸表作成方法 との問題 を考え
る上 で,例 えば ソー ターの理論 的展開 は興 味深
い。周知の通 り,彼は,ASOBATのメ ンバ ーの内
の一人である。彼 も会計 を意思決定に有用な情報
を提供 すべ き もの と して捉 えて い る。た だ し,
ソーターは,時 価的な変動を含む全ての経済 的変
動 を最終的 には利益額 の変動 として取 り扱 うこと
には批判的でsそ のよ うな指向や理論 を利益指向
(incomeoriented)あるいは価値理論(value
theory)と名付 け,ASOBATの作成委員会 の内部
に お け る多 数 派 で あ った と指 摘 す る(Sorter
[1969]p.12)。そ して,こ の価値理論 と対峙 して提
唱 され た のが 事象 理 論(eventstheory)であ る。
従 って,ソーターの提唱 した事象理論 は,よく知 ら
れ るような統合度 の低い情報の提供や分散処理 の
みな らず,会計の 目的を利益 あ るい は利益計算 に
は置かないという思考 が存 していたと言 えよう。
さ らに彼 は,会 計の目的を,利 益 の予測,評 価
および統制のためでな く,キ ャッシュフローの予
測,評 価お よび統制を容易にす ることだと説 く。
っ まり,彼 は意思決定 に有用 な情報提供,さ らに
それ は利益情報で はな くキャッシュフロー情報で
あるとして論 を進めているのであ る。 その彼が,
計算構造 につ いて は次 のよ うな見解 を有 してい
る。 ソーターによれば,損 益計算書 において報告
され る全ての事象 は,異 な った見地か らとはいえ
貸借対照表 にお いて もまた報告 され るため,両 財
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務諸表 は何 らかの意味で重複(redundant)してい
るとされ る(Sorter[1974]p.117)。そのため,両
財務諸表間に一切の情報 の重複 がないよ うな新 た
な枠組 みを提唱す ることになる。彼 は,損 益計算
書 は基本的には取得原価主義 によってキ ャッシュ
フローを把握 すべ きものであるのに対 し,貸 借対
照表 は,資 産価値 あるいは見通 しや計画な どの変
化 についての情報 も伝達すべ きことを主張す る。
そ して ソー ターは,貸 借対照表 と損益計算書を,
非有機的結合表(nonarticulatedstatements)であ
るべきと した(Sorter[1974]p.122)。利益(あ る
いは利益計算)を会計 の目的 とせず,貸借対照表 は
時価 で,ま た損益計算書 は原価でと考 えて いる彼
な らば,当 然 の理論展開に思え る。
しか しなが ら,彼 の主張す る非有機 的結合表 と
い う考 えは,利 益額 の不一致 にかかわる計算構造
的 なもので はな く,貸 借対照表および損益計算書
にお ける報告事象が,キ ャッシュフローの観点 か
ら重複すべ きでないことを理念的に表 した もの に
す ぎないのであ る(戸田[1994]131-2頁)。ここに,
異 なる測定基準 による情報の全 く重複 しない財務
諸表 と,必 ず互いに重複部分を有 さざるを得 ない
財務諸表 との 「ジ レンマ(dilemma)」が生 じるこ
とになる。
そ してなぜ,ソ ー ターがそのよ うな問題に突 き
当た るのか とい うと,会 計 の目的を利益計算では
な く有用な意思決定 のためのキャッシュフロー情
報 の提供 と しなが ら,財務諸表作成手段 としての
複式簿記 は暗黙 の前提 にす るか らである。彼 は,
バ ッターの資金観が複式簿記 システムを基底 とす
る資産;持 分 とい う思考 に依拠 しているように,
会計 事象 は資 産お よび持 分 とい う二 勘定系列 に
よ って表現 され ることを論 じていた。次 いで資産
の増加 は借方,資 産の減少 は貸方,持 分の増加 は
貸方,持 分 の減少 は借方 とい う資産 ・持分 に関す
る貸借記入規則 を もとに,1資 産 の増加/持 分の
増加,II持分の減少/資 産の減少,皿 資産の増加
/資産の減少,IV持分の減少/持 分の増加,と い
う会計事象 の結果 についての四分類を提示 してい
たのである(Sorter[1963]p.18)。つま り,ソ ー
ターにとって複式簿記 は所与の要件なのである。
彼 の抱 くジレンマは,意 思決定有用性 アプローチ
を展開 しなが ら,複 式簿記 を堅持 していることか
ら生 じていたと言 えよ う。
問題 はアプローチの理念 と複式簿記 とい う計算
システムとの関係 であ る。最 も望ま しい関係 は,
アプローチの理念 を達成す るために,特 定 の計算
システムが演繹的に選択 され ることで あろ う。 し
か しなが ら,FASBやソーターが複式簿記 という
計算 システムを選択 したのは,ア プローチの決定
と関連 していた訳ではな く,い わゆ る現行実務の
踏襲 とい う面が強か ったので はないだろ うか。勢
い問題 も,一 定 の構造 ・役割 を有 す る複式簿 記
が,ど こまで現代的なアプローチの理念 を達成で
きるのか とい う面 に移 らざ るをえない と思 われ
る。
3.現行会計下におけるス トック貸借対照
表の難点
前述 のソー ターのジ レンマは,複 式簿記 の前提
をはずさないにもかかわ らず,貸 借対照表 は時価
で,損 益計算書 は原価で というよ うに,貸 借対照
表 をス トック表,損 益計算書を フm表 と して徹
底 しようとしていた ことにある。特にその説明が
困難であ ったのは,ス トックを計上すべ き貸借対
照表であ った。つ まり,ス トック貸借対照表 とフ
ロー損益計算書 を,同 時 にアーテ ィキュレイ トさ
れた体系内で把握 しよ うと したので ある。そ こで
本章で は,複 式簿記を前提 としなが ら,ス トック
を認識す る際生 じるであろう問題を,特 に取得原
価を基本 とす る現行会計 を前提 と してみていきた
い。
従来 の収益費用アプローチあるいは動態論 は,
貸借対照表項 目を現金 フローの裏側 として捉えて
いた。最 も単純な形式 として は以下 のようになろ
う。
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成果 に対す る効果を分別 した例 を,藤井[1994]
を参考 にして以下 に例示す る{2)。
① 現金¥100で会社 を設立
現 金100資 本 金100
② 現金¥100を借 り入れ る
現 金100借 入 金100
③@¥50の 商品3つ を現金仕入
棚 卸 商 品150現 金150
④ 上記商品2つ を@¥60で現金販売
現 金120売 上120
売 上 原 価100棚 卸 商 品100
⑤ 借入金の利息¥20を現金で払 う
支 払 利 息10現 金10
この例で は,ス トックは現金 その もの,ま たフ
ローは現金収支 の相手項 目として限定 され うる。
T/B
売 上 原 価100
支 払 利 息10
借 入 金
資 本 金
T/B
??
?
?
?
?
?
対 現 金 支 出
成 果 穿 闘 漣
対 漉 金 載 入
成 果 葬 関 鴻
従 って,収 益費用 アプローチによるな らば,現 行
貸借対照表 は,現 金 とい うフローの認識 に必要な
ス トック項 目は存在するが,基 本的にはフローと
しての性 格が 強 い財務諸表 とみ られ る ことにな
る。
これ に対 して,資 産負債 アプローチによるな ら
ば,資産 ・負債 は評価を伴 う純(粋な)ス トック部
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分 と して捉 え られ,こ れを中心 としなが ら,そ の
変 動 部分 と して利 益 を捉 えて い る こ とに な る。
従 って,利 益の構成要素であ る収益 ・費用を,ス
トックの裏側 として捉 えようという意図が込 め ら
れていよ う。要す るに,ア ーティキュ レイション
を前提 に しつっ,ス トックの認識 を指向 して いる
と考え られよ う。
しか しなが ら,複式簿記を前提 とす る限 り,会
計的認識 は現金 フロー計算 とよ り結 び付 き易 いこ
ともまた確かである。現金 の入 りや出とい う事実
とs事 象の会計的認識 は無条件に結 び付 くもので
はないが,現 金 フローの裏 側 と して無条 件 に認
識 ・測定 が行われ る場合 も多い。 さ らに言えば,
収益 ・費用計算 にっいて も,現 金主義会計 との調
整 は必要であ るが,最 終的には現金 フローがその
計算 の基本にあるとも言えよ う。従 って,現 金 フ
ローを基本 にお く取 得原価主義 を前提 とす るな
ら,損 益計算書項 目だけでな く,貸借対照表項 目
もフロー計算の一部を構成 していると言わざ るを
えない。 この際常 に問題 にな るの は,例 えば現金
項 目などのス トック項 目の存在 であ る(3)。だが,
その存在を もって,現 行貸借対照表が純 ス トック
貸借対照表 とは言 えない。 というより,フ ロー集
計 としての貸借対照表 の一部に損益確定 のため必
要 な基本 ス トックが混在 していると考 える方が妥
当だ と思 われ る。 フローの集 計値 は擬制 的な ス
トックの値 として も捉え ることが可能であ る。
それに対 し,評価 の必要 な純 ス トックが計上 さ
れ る貸借対照表の形成 を目指す場合 いかなること
が考 え られ るのか。 まず,純 ス トックの認識 は
元 々二元的ではな く,一 元的であること,お よび
その一元的 な認識 は測定数値 として一時点 の評価
額一 っまり時価一 を とると言 うことである。 この
時,ス トックと しての事象 を,複 式簿記 とい う機
構 の中で把握す るときに問題が起 きる。複式簿記
自体 はス トック計算を体系内で行 うことを拒絶 し
ている訳 ではない。 まずは,複 式記入 に際 して両
建 ての仕訳 になれ ばよ いので あ る。 しか し,ス
トックの評価 はそれ自体の評価 なのであって,相
手勘定科 目を自動的に認識 ・測定 す るもので はな
いところに難があ る。 しか しなが ら,例 えば リー
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ス会計な どは,現 在価値 あるいは公正価値を もっ
て リース資産を評価 ・計算す るが,複 式記入 とい
う 「形式」によ り同一価額 をもって リース負債 の
価額 となる。 この場合,貸 借対照表 の積極側にお
けるス トックを重視す るあま り,消 極側のス トッ
ク評価 に問題を残 そう。
もし,純 ス トックのみを追求す るな らば,例 え
ば期末 ス トック貸借対照表 とス トック差額を集計
期首 ス トック表
現金
売掛金
有価証券
貸付金
商品
設備
??
??
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
買掛金
借入金
??
?
?
?
?
?
期末 ス トック表
現金
売掛金
有価証券
貸付金
商品
設備
??
??
?
?
?
??
?
?
?
?
?
??
??
?
買掛金
借入金
?
?
??
?
期末ス トック貸借対照表
現金
売掛金
有価証券
貸付金
商品
設備
??
「?
?
??
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
ー
買掛金20
借入金40
期首 自己資本50
当期利益10
ス トック差額計算書(表A/(41
した計算書 とい う財務諸表 も理論的には考え られ
る。 こ こで い うス トック差 額計算 書 は,期 首 ス
トック表 と期末ス トック表 との個 々の項 目の差額
を もって作成 されるため,期 末 ス トック貸借対照
表 における利益額 と同一 の利益額 を計上 し,し か
もその原因分析の役割 も果たす ことになる。 これ
を万代[1993]を参考 に して例示す る。なお,こ の
例で は,複 式簿記 によ らないス トック表 を前提 と
しているため,財 産 目録 とも言い換え られる。
期末 ス トック貸借対照表 とス トック差額計算書
は,利 益額 が等 しく,か つ期末 ス トック貸借対照
表の 自己資本 の増加 を何等かの方法 でス トック差
額計算書が説明す る関係になっている。 しか しな
が ら,複 式簿記 を前提 とせず,故 に利益額の振替
が行 われているわけではないので,両 表 は別々に
作成 され得 る。従 って,両 表 はアーティキュ レー
トしているわけではな く,基 本財務諸表 としては
受 け入 れ られないことになる。
以上 のように,純 ス トック表 を,取 得原価主義
を前提 とした複式簿記機構 の枠内で形成 しよ うと
す ると様 々な困難 に直面す る。まず,貸 借対照表
の性格が基本的にフロー集計値(擬制ストック)で
あるため,純 ス トックの要件であ る評価 が許容 さ
れにくいことがあげ られる。 また,一 元的評価 を
徹底 した純 ス トック表 と,そ の個々の在高差額を
集計 した計算書 とい う類型 は,た とえ利益額 は一
致 しているとして も,ア ーテ ィキュ レー トしてい
るとは言 えず,基 本財務諸表 と しては受 け入れ ら
れないことにな る。っま り,現行会計の枠内にお
ける純 ス トックの認識 は困難 であることが指摘で
きよう。
借入金増加
商品の減少
設備の減少
当期利益
?
?
??
?
?
?
?
?
ー
?
?
現金の増加
売掛金の増加
有価証券の増加
貸付金の増加
買掛金の減少
??
??
??
??
?
?
?
ー
?
ー
?
期首 ス トック貸借対照表の自己資本;50
期末 ス トック貸借対照表の 自己資本;60
当期利益;60-50=10(財産法,期 中の資本
金増減なしと仮定)
4.複式簿記とス トック計算との関連性
既述の通 り,様 々な点か らス トック認識の困難
性 は指摘 しうる。 しか しなが ら,諸 外国では リー
ス資産等の,現 金等の基本 ス トックの裏付 けのな
い純 ス トックの認識 はかなり行われ始めている。
そこで本章 は,複 式簿記 システムにおけるス トッ
ク計算 の意味を原理的に探求 し,さ らにス トック
による利益計算 と,フ ローによる利益計算 との関
現 金
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1000100
120④120
150残 高150
自 己 資 本
COlas
損益50
仕 入
損 益
仕入220
自己資本50
270
連 につ いて考察 して い く。 まず,以 下の例 に基づ
き論を進 めて いく。
取引例;① 現金100で会社 を設立。② その現金
全額 で商品を仕入 れる。 なお三分法 によ
り処理。③仕入れた商品全てを販売 し,
代金 と して120を現金 で受 け取 る。④ そ
の現金120で再 び商品を仕入れ る。⑤仕
入 れ た商 品全 て を販 売 し,代 金 と して
150を現金で受 け取 る。?
?
?
?
?
㈲ 現
㈲ 仕
㈹ 現
㈹ 仕
(借)現
金100
入100
金120
入120
金150
?
?
?
?
?
??
?
??
?
?
?
?
?←
?←
?
?
?
?
?
?
?
???
?
?
?
?
?
?
?
?
?
ここで は,損益勘定 において収益(売 上270)と
費用(仕 入220)の差額 と して利益50(自己資本へ
の振替分50)が計算 され る。つ まり,勘定上で は,
利益 はス トック部分 としての現金在高 あるいは残
高の差額ではな く,フ ロー部分 と しての収益 ・費
用 の差額 と して計算 され る ことにな る。 これを
もって,複 式簿記 は,フ ロー比較 によ る損益計算
をその計算構造 に内包 していると言われ る。 そ し
て,残 高勘定 において は,借 方現金150と貸方 自
己資本150に よって均衡 して いる。 しか しなが
ら,貸方150の自己資本 のうち100は設立当初 の
基本 となる現金 であ り,借方 の最終現金150との
比較 によ り,ス トック比 較 による当期利益50が
計算 されて いることに もな る。 この ことは,い わ
ゆるフロー計算 とス トック計算 との照合 とい うこ
とに もなろ う。っ まり,収 益 ・費用 とい うフロー
?
上
残
?
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項 目によって計算 され た利益額 と,資 産 ・負債 ・
資本 というス トック項 目によって計算 された利益
額 とが互 いに等 しいとい うことである。
ただ し,残高勘定 とい うのは,正 確 には単 なる
表であ り,計 算を行 う単位 である勘定 とは言えな
い。つま り,残高勘定(表)で は,利益 は損益勘定
か ら振 り替 え られただけであ り,借 方差額 と して
計算 された訳ではない。 この点を考慮 に入れるな
らば,確 か に,現 金 とい う基本 ス トックの相手項
目た る,売 上 ・仕入 とい うフロー項 目の比較 に
よ って しか利益計算 は行 われな いよ うに思 われ
る。
しか しなが ら,よ り本質的な意味において,ス
トック計算(こ こでは現金在高比較計算)と フロー
計算(収 益費用対応計算)は 対応 して いるのであ
る。確かに,勘 定形式上 は,損 益勘定におけるフ
ロー項 目の差額 による利益 の計算が主 であるよ う
に見え る。 だがそれ は,現 金勘定貸方②100と借
方③120の差額20と,貸 方④120と借方⑤150の
差額30の差額合計50とい う個々のス トック比較
計算 の裏側 にす ぎないのである。
さ らに言えば,個 々のス トック比較計算 も,現
金勘定借方①100と借方⑤150との差額50と い う
全体のス トック比較数値が分解 された ものにす ぎ
ない。つ まり,実 はス トック差額計算 こそが出発
点 とな りなが らも,複 式簿記 のプロセスにお いて
は,利 益 の算出が損益勘定 における集計 ・差引計
算 として しか明示 されないため,フm比 較 とい
う面 が前面 に出て くることにな った と考 え られ
る。
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で は何故損益勘定以外で は,利 益算出過程 の明
示 が困難 に な って しま った ので あ ろ うか。 こ こ
で,現 金勘定を とりあげてみ る。
現 金
Q100
●i20
残高150
問題 は,借方①100である。この場合,① の数値
はいわゆる交換取引か ら生 じた もので あり,利 益
計算 に対 し中立である。②か ら⑤が損益取 引であ
り利益計算 に関与 する。 ここで例えば①を除 き,
損益取引にのみ関連 した現金勘定 を作成す ると以
下 のよ うにな る。
現 金
120
150
100
120
50
ここにおけ る借方残高50こ そ② と③,④ と⑤
の個 々の フロー比較 によ って求 め られた利益額で
ある。従 って,現金勘定借方①100は,現金の期末
残高 を求め るためには必要 な数値で はあるが,利
益獲得計算 には実 は不要な数値であることが明 ら
かになろ う。故 に,損 益勘定以外 の勘定 では,交
換取引の数値が入 り込 むことによって利益算出過
程 の明示 が困難 になるのであ る。
複式簿記 は,歴 史的に見て も元々現金等の確実
な基本 ス トックによる計算 を,フ ロー計算 と して
変換することによって利益 の計算 を行 って きた。
そ して,そ の原形 は総記法 と呼ばれる方法であろ
う。通説 によれば,総 記法 は商品勘定が混合勘定
になるので,勘 定残高 が商品の現在高で もなけれ
ば販売益 を示す もので もないため無意味だ とされ
る。 しか しなが ら,期 末在高を実地棚卸 により確
認 し,そ の評価額 を貸方記入すれば,貸 方差額 と
して販売益が確定す るのである。 というよ り,複
式簿記 は期末実地棚卸 を条件 として,利 益計算機
構 をその内に完 成 させたので ある(久 野[1993]
308頁)。つまり,商 品等 の期末実地棚卸 とい うス
トックの確認作業 は,フ ロー計算を貫徹 させ,商
品売買益 を算 出す る一過程で あったのである。 い
わゆる三分法では,期 首および期末在高 という純
ス トックが,仕 入 とい うフロー勘定 に便宜的に収
用 されてい るだけであ る。
従 って,複 式簿記 は,ス トック全体 の差額計算
を個々のフロー計算 として分解 ・記録 し,振替 と
い う過程 を経 て全体 フロー差額 と して利益 を計算
す る方法であると言えよ う。 また,現 金等 の基本
ス トックの存在 がrこ の フロー計算 の根元 とな
る。ここで問題 にな るのは,資産(特 に固定資産)
と呼ばれる項 目であ る。
かつて,財 産 目録 において記録 されて きた財産
は,複 式簿記 システムという 「利益」計算の機構
において組 み込 まれて きた。そのための方法 とし
て,取 替法 のように取得価額を利益計算 システム
か ら切 り放 して しまう方法,廃 棄法のように廃棄
時 のみに全額費用計上す ることにより一時的に組
み込む方法,ま た減価償却 のように毎期利益計算
に絡 む方法 等 が生 み出 され る ことにな った。実
は,こ れ らの方法 は,資 産価額 と しては全て原価
を基本 としている。 しか しだか らとい って評価が
全 く行 われなか ったわけではない。
例えば,現 金で固定資産 を購入す る場合,購 入
の前 に評価が行 われ,値 段が妥当な もの と考え ら
れ るため購入す る。従 って,購 入時点 においては
評価 が行われてい ると言え る。 しか しなが ら,そ
の後,原 価配分 に基づ く機械的減価償却等 が行わ
れ る場合,そ れは評価 の過程で はな くな る。故 に,
減価償却対象 としての資産 は純 ス トックで はな く
フローの塊 とい う位置づ けになる。っま り,一 旦
は評価 の過程 にさらされた資産の評価額 も,評 価
替が条件 とされていないな らば,本 来の純 ス トッ
クと しての性質 は捨象 され,フ ローの集計値 と し
て見な され ることになる。言 い換え ると,翌 期 に
評 価替 えを行わ ない時点 で,評 価 が必要 な純 ス
トックか ら評価 が不必要な擬制 ス トックへ とさら
なる変質を遂 げることになる。別な観点 か らすれ
ば,評 価を行わないとい うのは,評 価を行 えない
とい う現実的 な問題 に も起因 して いたのであ ろ
複式簿記とス トック計算との関係に対する一試論
う。
しか しなが ら,現在問題 とな っている金融派生
商品は,毎 期末 の評価が可能であ り,し か もその
時点 における損益 の表示が求 め られて いるもので
あ る。 その意味で,新 たな項 目の認識が求 め られ
ているといえる。財産 目録上の財産を財務諸表上
の資産 として制度化す る際 には,取 得原価 や減価
償却方法の採用 という形で,そ の要請を複式簿記
の体系内 に組 み込む ことがで きた。 しか し,金 融
派生商 品 は,有 形固定 資産 や有価 証券等 と異 な
り,現 金等 の基本 ス トックの裏付 けのない項 目で
あ る。 このような項 目を,果 た して複式簿記 の体
系内に組み込 む ことが可能であろ うか。
ここで,金 融派生商品の一例 と して,オ プ ショ
ン取 引をとりあげてみる。 オプシ ョン取 引は,一
定の相場水準で通貨 などを売買する 「権利」を売
買す る取 引で ある。従 って,通 常 の通貨 オプショ
ン取引の場合,為 替相場が変動 して も,事 前 に契
約 した一定の相場水準 で通貨 を交換で きる。 その
ため,企 業 は,あ らか じめ手数料 を銀行に支払 う
必要 が あ る。 この支 払 オ プ シ ョン料 は,基 本 ス
トックの裏側 としてのフローと して容易に認識 し
うる。問題 は,契約 日より発生す る売 る権利(プ ッ
トオプション)あ るいは買 う権利(コ ールオプショ
ン)の評価であ る。現在・ オプション取引 自体 は
契約 にす ぎない ため これを会計 的取 引 とは認 め
ず,簿 外(オ フバランス)取引とされる。 しか しな
が ら,た とえ決済前で も,決 算期末 の為替水準 に
より換算 した額 と,オ プション取引通 りの評価額
との差額が算出で き,こ れをオプシ ョン損益 とす
ることもで きる。無論 このオプシ ョン損益 は未
実現で はあ るが,例 えば別 の金融派生商品である
スワップが生 み出す(金 利)ス ワ ップ損益 は未実
現であるに もかかわ らず,銀 行の業務純益 にすで
に算入 されて い る。為 替差 損益等 と共 に,オ プ
シ ョン損益や スワップ損益が フローと して認識 さ
れっっある。 もちろん,各 損益 の定義,あ るいは
採算 レー ト設定等の困難な問題 はあ りつっ も,こ
れ らの項 目は損益計算書に組 み込 まれる方 向にあ
ることは理解で きよ う。
しか しなが ら,プ ッ トオプシ ョンや コールオプ
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シ ョンの決算期末評価額 やオプシ ョン取 引通 りの
評価額等 は,果 してス トックと呼べ る項 目なので
あろうか。 あるいはFRA(金利先渡 し契約)に お
ける売 り持ち高 ・買 い持 ち高 の時価評価額 は果 た
してス トックとして貸借対照表 に計上 され るべ き
なので あろうか。確か に現在,オ プ ション取引や
スワ ップ取 引か ら生 じる リスクの認識 は急 務 と
な っていよ う。 だが,こ れ らの取引か ら生 じる潜
在 リスク(あるいはチャンス)を,例えば 「負債(あ
るいは資産)」と同列 に扱 うことはで きないので は
ないか。それは,偶 発債務的 な性格 を持 つか らで
もあるが,取 扱額 自体が,生 み出す損益額 に比 し
て巨額にのぼることにも問題がある。例 えば,金
デ ィー リング取扱高につ いてs大 手総合商社9社
は,金 取引の利益率 が百分 の数パーセ ン トと極端
に低 く,肝心 の利益額 に殆 ど影響 しないため,売
上高か ら除外 している(日本経済新聞1994.9.30.)。
同 じことが,金 融派生 商品 の契約高 について もあ
てはまろう。
では,こ れ らの項 目は,ス トックと しての認識
が困難 だか らといって,簿 外 で処理 するままで果
た してよいのであろ うか。幹部が決済時 に気づい
たときは大損失が生 じていたとい うような,プ ロ
クター ・ア ン ド・ギ ャンブル(P&G)や新 日鉄化
学 の例 は,今 後益 々増加す るであろう。 これ らの
項 目を,複 式 による記帳対象 として捉 えると仮定
し,さ らにその性格につ いて,損 益 を生み出す取
引ではあるがス トック項 目ではない とす ると,い
かな ることが考え られ るのか。仮説 として考え ら
れ るの は,例 え ばs損 益 計算書 とのみ ア ーテ ィ
キ ュレー トした,将 来のチ ャンスと リスクを内包
した新たな財務諸表の存在である。 これは,債 務
者 サイ ドのみな らず投資家サイ ドを意識 した もの
となろう。そ して もし,こ の様 な計算構造 が許 さ
れ るな らば,現 行 の貸借 対照表 項 目の中 で もス
トックとして疑問が残 る項 目がそ こに移行 され,
それにより生産あ るいは経営活動 により利益を生
み出す源泉 と してのス トックの位置づけが より明
確 にな ることも考え られよ う。
・:
5.お わ りに
複式簿記とストック計算との関係に対する一試論
い るので あ る。 この よ うな項 目は,現 金等 の基本
ス トックの流 入 ・流 出が前 提 とされ て い るわ けで
はな いた め,フ ロー計 算 に転 換 す る際,従 来 の基
総 じて言 える ことは,い わゆ る意思決定有用性
を追求 す れば,利 用者 に とって有 用 な財 務諸表
(将来キャッシュフローの予測に有用なス トックを追
求 した貸借対照表,発生主義会計による利益を表示す
る損益計算書,あるいはキャッシュフローを直接表示
する資金計算書等)の開示が求 め られはす るが,そ
れ らの財務諸表間の関係や,複 式簿記の適用が投
資家サイ ド(あるいはアナリス トサイ ド)か ら直接
要 求 され て い るわ けで はな い。 これ に対 し,
FASBはア ーテ ィキ ュ レー シ ョンを前提 とした
ことで,認 識 に係 わる会計事象 に対 し複式簿記の
適用 を基本条件に したことにな る。そのため,利
用者 に対す る投資意思決定情報 の追求 と,財 務諸
表の作成者に とりその手段 である複式簿記 とが共
存す ることにな ったので ある。
既述 のように,複 式簿記 とい うものは,全 体 ス
トックの比較計算 を,個 々の フローとして分解 ・
記録 し,振 替 とい う過程 を経なが ら全体 フローの
比較計算 として利益を計算す るシステムである。
この システ ムは,利 益算 定 の基 礎 とな る基本 ス
トックを前提 としているが,評 価 を前提 とす る純
ス トックの認識 その ものを元 々意図す るものでは
なか ったと考 え られ る。 しか しその後,財 産 目録
に計上 されていた純 ス トック項 目を,貸 借対照表
上 の資産 として,特 に複式簿記 システムの体系内
で認識す ることが制度的に迫 られた。 その際 基
本 的な評価基準 として取得原価 を選択 し,さ らに
減価償却の方法 によ り毎期 の利益計算 に継続的 に
関与 させ るとい う方法 によ って,貸 借対照表積極
側 を利益計算 のための擬制 ス トックとしてと らえ
ることを可能 に した。擬制 ス トックは,評 価替 が
行 われず,ま た基本 ス トックの裏側 であるためフ
ロー集計値 とも言 いうるものである。
しか しなが ら,現在 問題 にな っている金融派生
商品は,毎 期 の評価替 が現実 に可能であ り,し か
もそれが リスク管理や財務比率の的確な算定のた
め要請 されて もいる。つ まり,擬 制 ス トックとし
てで はな く,純 ス トックとしての認識が迫 られて
本 ス トックの裏付 けのあるフロー計算に,基 本 ス
トックの裏付 けのない フローが混入 され ることに
なって しまう。ただ しこの点は,利 益 の質 の変化
ということを前提 とすれば,解 決で きるか もしれ
ない。
問題 は,金 融派生商品が,い かに リスク管理 あ
るいは適正 な財務比率 の算出とい う観点 か らオ ン
バ ランス化が要請 されているとして も,「生産」や
「営業活動」への貢献 が全 くな く,また生み出す損
益額に比 し名 目取 引高が巨額にのぼ るとい う点で
ある。 このよ うな項 目を,た とえ複式簿記 システ
ム内で両建ての項 目として取 り入れた として も,
ス トックとして認識す る必要が果 た して本当にあ
るので あろ うか。同 じ現代的な会計項 目で あって
も,例 えば リース資産 のよ うにその認識の必要性
が確認 された項 目と峻別すべ きなのではなかろう
か。我 々は,新 たなる事象を認識 し,そ れを提示
するような計算構造 を生みだせ る複式簿記 の機能
の可能性 とともに,そ の限界 について も,現 在 の
会計的課題 を見据えつつ,慎 重に考察する必要が
あるだ ろう。
注
(1}間接法とは,日 々の取引仕分の総括的残高である貸借対照
表(期 首 と期末)か ら間接的に作成する方法である,と いう
ことにはかなりの同意が得 られよう。 しかし,直接法とはど
のような方法を言 うのか。一般には,日 々の取引から直接作
成する方法であるとされる。この 「直接」とは何を指すので
あろうか。 ここで,以 下に石川[1994]を参考にして三例を
提示する。
平成○年期中取引
0
現 金100/社
② 備品を現金¥10で購入
備 品10/現
③@¥10の 商品を6つ 掛けで仕入
棚卸商品60/買 掛
④ 上記商品5つ を¥90で掛販売
売 掛 金90/売
売 上 原 価50/
⑤ 上記売掛金の内¥50を現金で回収
現 金50/売 掛
⑥ 買掛金の内¥40を現金で支払う
買 掛 金40/現
総額¥100の社債発行を行い,現 金受領
債100
金10
金60
上
棚 卸 商 品
?
?
?
?
?
?
金50
金40
複式簿記 とス トック計算 との関係に対する一試論
決算修正
⑦ 減価償却費を¥5見積る(間接法処理)
減価償却費
⑧ 未払い分の給料¥5
給 料5/未 払 給 料
資金計算書(直 接法A)
(1)営業活動
⑤ 売掛金回収50
⑥ 買掛金支払 一40
10
{2}投資活動
②備品購入 ‐ro
小計 一10
(3)財務活動
①社債発行100
/j、計100
5/減 価償却累計額5
正味増加額(1)+②+(3)=100
資金計算書(間接法)
差額貸借対照表
現 金100
売掛金40
繰越商品10
備10
減価償却累計額一5
155
(1)営業活動
H当 期利益
加算l
D減 価償却費
F買 掛け金増加額
G未 払給与増加額
減算:
A売 掛金増加額
B商 品在庫増加額
小計
(2}投資活動
社 債
買掛金
未払給料
累積利益
30
??
??
??
?
?
?
【?
C備 品 購 入 一10
ノ」、計 一一10
㈲ 財務活動
F社 債発行100
小計100
正味増加額{1}+(2)+(3)=ioo
資金計算書(直接法B)
① 社 債 収 入
② 備 品
③ 棚 卸 商 晶
④ 売 掛 金
売 上 原 価
⑤ 売掛金収入
⑥ 買 掛 金
決算修正
⑦ 減価償却費
⑧ 給 料
100
10
60
90
50
so
40
?
?
?
?
?
?
?
㌘
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
goo
2Q
1QQ
10
60
90
5U
50
40
5/減 価償却累計額5
5/未 払 給料5
5
上記の資金計算書(直 接法A)は,期 中の①,②,⑤,⑥
とい うキ ャッシsフ ローを伴 う取引を集計 して作成 された
ものである。正味増加額100は収支差額 と同額であり,そ の
計算書 は確かに現金増減の直接的な説明になっていよう。し
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収入 ・支出集合勘定 現 金
① 社債収入100
⑤ 売掛金収入50⑥ 買掛金支蠕 」→収支XOO
150
か しなが ら.この表を作成することだけを考えれば,複式簿
記 は絶対の要件ではない。例えば,単 式簿記によって記帳さ
れた,増減の説明のある完全な現金出納帳があればよいこと
になる。従 って,直接法Aに よって作成 される資金計算書と
貸借対照表はアーティキュレー トしていないことになる。
これに対 して,直接法Bに よる資金計算書は,日 々の取引
仕訳の段階か ら収入 ・支出を記載する収入勘定と支出勘定
を設け,それを複式簿記のシステムに基づき集計 したもので
あり,さ らに残高を振 り替えるという操作 も施される。従 っ
て,財 産(こ の場合は現金)の 変動を説明するとともに,複
式記入を前提 とするというFASBのアーティキュレーショ
ンの定義にかなうことになろう。ただし,計算構造的にアー
ティキ3レ ートしているからといって,基本財務諸表の位置
が無条件に与え られる訳ではない。
② ここでは,貸借対照表における棚卸商品50と損益計算書
における売上原価100が,ともに③の現金支 出の配分額 に
なっていることを明示するため}売 上原価対照法をとってい
る。3分 法なら,期 末に繰越商品50/仕入50の仕訳が こよ
う。
また,見越項目がある場合,例 えば未収手数料10/受取手
数料10の場合,こ れは,
現 金10/受 取手数料10
未収手数料10/現 金10
とも考えられる。 従って,貸 方受取手数料10を擬制的な対
現金収入項 目,借方未収手数料を擬制的な対現金支出項 目と
捉える。例示すると以下のようになろう。
売上原価100
支払利息10
借入金100
資本金100 対現金支出
成果非関連
対現金擬支
出成果非関
連
対現金収入
成果非関連
対現金収入
成果関連
対現金支出 対現金擬収
成果関連 入成果関連
㈲ 仕訳rの 現金項目は,そ れ自体がス トックであり,か っ
(そのストックの)フ ロー自体であるという2重 の意味があ
る。もし,明確にス トックとしての現金とフローとしての現
金収支を区別 したいな ら,一取引二仕訳を行 うという方法が
考えられる。例えば,社 債の発行により現金収入があった場
合,ス トックを表す借方現金,フmを 表す貸方社債収入と
いう仕訳に分けるという方法である(も う一つの仕訳 は借方
社債増加,貸方社債になろうか)。ただし,この仕訳について
は社債収入やとりわけ社債増加などの勘定分類に大 きな問題
点があろう。この考えについては永野[1992]を参照 した。
(4)積極側には積極項圏の増加と消極項目の減少,消 極側には
消極項目の増加 と積極項目の減少を計上 している。 ここで
は,収益 と費用が集計され,そ の差額として利益が計算 され
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ているわけではないので,「損益計算書」という名称は不適切
であろう。 また,積 極側に主に利益減少 となる要因を,消極
側に主に利益増加となる要因を配置 しているのも損益計算書
を擬 しているだけで,必 然性はない。さらに,積極側の 「借
入金の増加」や消極側の 「貸付金の増加」「借入金の減少」は
交換取引なので,た とえ単なる利益の計算書としても疑義が
残ろう。 ここで,借 入金の増加が,貸 付金と買掛金の減少に
使われ,残 りが現金増加となったと仮定すると,以下のよう
になろうか。
ストック差額計算書(表B)
商品の減少10
設備の減少10
当期利益10
売掛金の増加20
有価証券の増加10
ストック差額計算書(表A)は,財 政状態変動表でもある
が,例えばケーファーはこの表を変動貸借対照表(Verande-
rungsbilanz)と呼んでいる。いわゆる運動貸借対照表のこ
とである。ケーファーは,期首 と期末の貸借対照表の各項目
の差額を集計した表を,一 種の損益計算書であるとして考え
る場合 と,資金計算書作成の前提となる変動貸借対照表であ
るとして考える場合がある。後者についてケーファーは,資
金概念を正味流動資産 として捉え,変動貸借対照表(ス トッ
ク差額計算書表A)か ら資金明細表 と資金運用表が作成され
るとする。
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